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はじめに
　1980年代後半以降，道路混雑と環境問題の深刻化にともなって，道路交
通政策にパラダイム・シフトがみられるようになった。それまでは，道路混
雑・大気汚染の削減を図ろうとする道路交通政策は道路交通容量の増大といっ
た供給サイドからの政策であったが，それが自動車交通需要の抑制を志向し
た需要サイドからの政策に転換したのである。特に，、アメリカにおいては，
そのような需要サイドからのアプローチが注目され，1990年代に入って以
降交通需要マネジメント政策が実施されるようになった。日本では，現在そ
のような政策の実験が各地で行われている。
　本論文では，そのような交通需要マネジメント政策に注目し，その目的と
手段，次に手段の中でも，特にパーク・アンド・ライドシステム，カープー
ル，ロード・プライシング，さらには進入禁止規制といった手段に焦点をあ
て，その交通行動に与える影響を検討し，最後にそれを通して交通需要マネ
ジメント政策がどうあるべきかを検討したいω。
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1．いまなぜ交通需要マネジメント政策なのか
　アメリカにおいては，1980年代後半以降需要サイドからのアプローチが
注目されるようになり，1990年代に入って交通需要マネジメント政策が展
開されるようになった。日本では，1992年に建設省が道路建設の長期構想
の中で交通需要マネジメントを公表して以来，この交通需要マネジメント政
策が政策的に認知され，道路交通政策に位置づけられるようになった。これ
は，戦後一貫してとられてきた政策が交通容量の拡大を図ろうとする道路交
通政策であったから，一大政策転換である。それ以来日本でも，交通需要マ
ネジメントの実施に向けた検討や，パーク・アンド・ライドシステム，カー
プールなどの実験が行われるようになった。
　さてまず，交通需要マネジメント政策（Transportation　Demand　Man－
agement　Policy以下TDMポリシーとする）であるが，これは需要サイド
から自動車交通需要そのものに直接的，間接的に働きかけることによって，
自動車交通を管理・抑制し，その適正化を図ろうとする政策である。さらに
言えば，それは自動車の効率的利用や公共交通への利用転換，利用する時間
と経路の変更，さらには交通需要の発生量の減少などを誘導することによっ
て，道路混雑や環境問題の解決を目指した政策領域である。
　では，このようなTDMポリシーがいまなぜ求められているのであろう
か②。まず第1に，最大の理由は，現在自動車排出ガスによる大気汚染の悪
化にともなって地域環境問題，さらには地球環境問題が深刻化し，持続可能
な発展を続けていくためには循環型社会づくりが求められるようになってい
ることである。このような循環型社会づくりのためには，自動車交通の環境
に与える影響は大きいから，交通容量を増やすのではなく，自動車交通の需
要を調整することが必要である。最近では，これまで道路混雑を緩和し，道
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路交通の円滑化・効率化を図る最も有効な方法であると考えられてきた都市
の環状道路の整備でさえ，環境問題からの制約を受ける時代になっている。
このように，道路混雑だけでなく，環境問題も考慮しなければならない時代
になると，交通容量の拡大にウエイトを置いた，いわゆる供給サイドからの
アプローチには自ずと限界があるから，需要サイドからのアプローチが強く
求められる。
　第2に，交通需要でも，特に都市に流入する交通需要を抑制しない限り，
道路混雑，大気汚染を削減することが大都市においても地方都市においても
難しくなっていることである。道路混雑の緩和だけであれば，交通信号の最
適化や自動車利用者への情報提供などによる既存道路空間の有効利用といっ
た交通流円滑化対策でも効果がある。しかし，それに加えて大気汚染の削減
も考慮しなければならなくなると，このような対策だけでは効果はあまり期
待できない。というのは，そのような対策は，自動車利用者の時間的な遅れ
を改善することになるため，それは道路キャパシティを増やしたのと同じ効
果を持っことになるからである（3）。その結果，追加交通が発生し，かえって
大気汚染を一層悪化させることになる。したがって，道路混雑に加えて大気
汚染も削減しなければならない時には，特に都市に流入する自動車交通需要
自体を直接，間接に抑制しようとする方策が強く求められる。
　第3に，近年，世界の多くの都市において，交通需要の増加に応じて道路
キャパシティを増やすことが財政的に難しくなってきていることである。現
在大都市，とりわけ東京でみられるような道路混雑の場合には，理論的には
道路キャパシティを大幅に増やさないと緩和しない。しかし，それは物理的
には用地の確保が難しいばかりでなく，財政的にはその財源の確保が困難に
なっている。特に，日本の大都市では，地価はバブルの崩壊で下がったとは
いえ1985年の水準に戻っただけで依然として高水準にあるから，道路キャ
パシティを増やすことが財政的に難しいことには変わりはない。
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　第4に，都市とりわけ大都市においては，いくら多くの人々が道路サービ
スを需要したいと望んでも，その供給を容易に増やせなくなり，自動車によ
る道路利用の便益が「特権財化」してきていることである。これは，一般に
はあまり言われないが，道路混雑，環境問題の検討に際していまこそ考慮さ
れるべき最も根本的な理由であろう。というのは，道路混雑が「社会的稀少
性」，っまり道路サービスの需要の増加に対応してその供給を増やすことに
限界があることから生ずるようになると，いくら道路利用者が増加しても道
路サービスの供給を容易に増やせなくなるからである。
2．TDMポリシーの目的と手段
　まず，TDMポリシーの目的は，究極的には「真に豊かな生活の実現」に
あるが，実際に各国のその目的をみると道路混雑の緩和，大気汚染の改善を
目的にしている国が多い。しかし，日本では交通円滑化（適正化）が目的と
されている。さらに，各国のTDMポリシーのターゲットをみると，シンガ
ポールは朝タピーク時の自動車交通の抑制，アメリカはピーク時の1人乗り
通勤車両の削減，オランダは走行量増分の削減，そして日本は利用の仕方の
工夫と適切な利用の誘導をターゲットとしている。このように，ターゲット
に関しては，国によって交通体系，道路混雑や自動車公害の深刻さにっいて
の認識　モータリゼーションの進展状況などが違うことから異なったターゲッ
トが設定されている。
　日本では，TDMポリシーのターゲットとして利用の仕方の工夫と適切な
利用の誘導が設定されているが，そのターゲットは実施主体，実施する都市
の状況，実施対象実施方法，参加主体などによって異なってくるとし，そ
れら2っのターゲットはさらに交通行動の視点から前者に関係する①自動車
の効率的利用，②時間帯の変更と，後者に関係する，③交通手段の変更，④
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経路の変更，⑤発生源の削減の5つのターゲットに分けられている（4）。
　それに対して，TDMポリシーの手段は，自動車交通需要に直接的に働き
かけるものと，それに間接的に働きかけるものに大別される。まず，直接的
に働きかける手段にっいてみておこう。それには，価格メカニズムの働きに
訴えて利用誘導しようとする経済的手段，それに訴えないで利用誘導しよう
とする非経済的手段，さらには法的規制に訴える法的規制手段などがあるが，
具体的にはそれぞれ次のような方法がある（5）。
経済的手段；ロード・プライシング，ピーク時高料金制，ガソリン税の
　　　　　　強化
非経済的手段：時差出勤・通学や相乗り（カープール，バンプール）など
　　　　　　の利用の工夫，自動車利用から公共交通機関への転換
法的規制手段：進入禁止規制，流入ゾーン規制，利用車種規制，一定人数
　　　　　　以上の乗車義務付けなどによる特定地域での利用制限，走
　　　　　　行車線規制（HOVレーン）
　一方，間接的手段には，公共交通への転換を図ろうとする政策，自動車交
通需要を産業政策的に抑制しようとする政策，さらには自動車交通需要自体
を長期的に分散削減しようとする都市づくりなどがあり，具体的にはそれ
ぞれ次のような方策がある。
公共交通機関：パーク・アンド・ライドシステム，バスロケーションシス
への転換政策　　　　　　テムなどによる公共交通の利便性の向上，公共交通料金の
　　　　　　低額化，駐車料金や違法駐車の取締強化などの駐車マネジ
　　　　　　　メント，登録・保有課税の強化や車庫規制などの自動車保
　　　　　　有抑制
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産業政策：フレックスタイム制，在宅勤務サテライトオフィス，労
　　　　　　働時間の短縮，休日の分散，時差出勤，ロジスティックス
　　　　　　の高度化など
都市計画：一極集中の排除・地方分散，職住近接型の都市づくり，交
　　　　　　通アセスメントなど交通負荷の小さい都市づくり，交通イ
　　　　　　　ンフラに応じた土地利用，建設制限。
3．TDMの交通行動に与える影響
　さてここでは，TDMポリシーの手段のうち，直接的手段のロード・プラ
イシング，カープール，進入禁止規制，さらには間接的手段のパーク・アン
ド・ライドシステムの交通行動に与える影響についてみておこう。まず，ロー
ド・プライシングは，TDMポリシーのなかでも中心的役害ljを果たすべき手
段であり，交通行動に与える影響は大きい。シンガポールでは，1975年自
動車交通の抑制を目的とする総合的な交通政策の一環として，「エリア・ラ
イセンス・スキーム」（Area　License　Scheme＝ALS）（6＞と呼ばれるロード・
プライシングを世界に先駆け導入した。それは，それ以降ライセンス料金，
規制時間や規制車両などが何回か変更されたが，これまで20数年にもわたっ
て実施されたきた。また，1998年9月，エレクトロニックスの技術を利用
したエレクトロニック・ロード・プライシング（Erectronic　Road
Pricing＝ERP）方式に転換された。
　当初のALSの交通行動に与える影響は，交通量の劇的な減少にみられる
ように非常に大きかった。当初，規制時間帯に流入する交通量は導入前に比
べて全体では42％あまり減少し，また自家用乗用車のそれはなんと74％も
減少した。確かに，その効果は大きかったが，ライセンス料金を支払いたく
ない自家用乗用車や会社登録車（company　car）の利用者は，その利用を
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断念しバス利用に転換するか，あるいはその使用を続ける場合にはカープー
ル（運転手を含めて4人乗っていればライセンス料金を無料とした）するか，
さもなければ利用時間帯を規制時間の前か後にするかしなければならなくなっ
た。なかでも目立ったのが，カープール利用者の多さと規制時間直前の利用
者の増加であった。カープールにっいては，規制時間帯に流入する自家用乗
用車のなんと約半分がカープール車両であった。このように，ALSは，当
初劇的な効果を収めたが，料金や規制車両の変更はあるものの，現在も大き
な効果を発揮している。
　次に，カープールの交通行動に与える影響についてみてみよう。カープー
ルも，自動車交通量を抑制する有効な手段であり，アメリカではカープール
やバンプールによる「ライドシェアリング」（相乗り）の促進を，1990年以
降展開されているTDMポリシーの中心的な手段としているほどである（η。
シンガポールでは，カープールはいまもみたように1975年にロード・プラ
イシングとともに導入され，1989年まで長い間続けられ大きな効果を収め
た。日本でも，TDMの一環としてカープールを促進しようとしている。
　カープールの場合には，方向や時間などの点で交通行動が制約されるよう
になる。毎日の通勤でも，方向や時間を合わせなければならないし，またそ
れがうまく合わないとカープールは成立しない。たとえば，職場は同じであっ
ても帰宅時間が異なったりするとそれは成立しない。アメリカでは，ライド
シェアリングを促進するために，相乗り相手を探すマッチングサービスがディ
ベロッパーを中心として設立した「交通管理組合」によって提供されている。
また，それを促進するために，相乗りした車両を優先したレーン（HOVレー
ンと呼ばれる）や流入ランプ，さらには駐車スペースも設けられている。シ
ンガポールでは，カープールが成功したが，それは運転手を含めて4人乗っ
ていればライセンス料金を無料にするといったインセンティブを与えていた
からである。このように，相乗りを促進するためには社会的良心に任せて置
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くのではなく，プライシングによる経済的なインセンティブを与える必要が
ある。
　進入禁止規制は，ロード・プライシングやカープールに比べると交通行動
に与える影響は大きく，自動車交通量を削減する強力な手段である。ロード・
プライシングやカープールの場合には，料金を払うか相乗りすれば乗用車を
使用できるが，この進入禁止規制の場合には規制時間には乗用車は全く使用
できなくなる（救急車や消防車，乗合バスなどはできる）。この進入禁止規
制は，ロード・プライシングの導入事例がまだ少ないのに比べると，世界で
もヨーロッパやアジアの都市で意外に多く実施されている。ローマでは，自
動車排出ガスから都心の歴史的建造物を保護するねらいもあって，以前から
この規制手段が実施されている。また，環境先進都市として有名なドイッの
フライブルクでは，大気汚染の防止と快適な生活の確保を目的に，環境政策
の一環としてこの規制手段が導入されるとともに，経済的動機づけによる自
動車の利用誘導政策も実施され，大きな成果を収めている。
　この進入禁止規制は，日本では奈良市ですでに実施されている（8）。そこで
次に，奈良市のケースを通してその交通行動に与える影響をみておこう。奈
良市では，1985年3月，近鉄の学園駅前地区の南北に伸びる道路の3．1km
の区間について車両進入禁止の規制を導入した。規制時間は，朝のピーク時
間帯の7時15分から8時15分の1時間だけで，規制車両は，バス（自家用
マイクロバスを含む），タクシー，指定車，二輪車などを除くすべての一般
自動車である。その交通行動に与える影響は，交通量の劇的な減少にみられ
るように非常に大きかった。規制導入前と導入後の規制時間に当たる1時間
の交通量をみると，導入前の1983年3月のそれは1000台あまりであったが，
導入後それは130台から140台あまりに減少している。このような自動車交
通量の減少は，主としてキス・アンド・ライドの自家用乗用車利用者がバス
利用に転換したことによるものであるが，これからも進入禁止規制の交通行
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動に与える影響の大きさを知ることができる。
　最後に，パーク・アンド・ライドシステムの交通行動に与える影響をみて
おこう。1992年に，TDMが政策手段として公的に認知されて以来，日本で
もこのパーク・アンド・ライドシステムが注目されるようになり，その実験
が各地で行われるようになった。これまで，その実験は名古屋市，金沢市，
鎌倉市，日立市など6都市で行われているが，この10月には東京都でも始
まり，大阪府，福岡市などでも予定されている。金沢市では，1996年11月
からすでに実施され成果をあげているが，それは駐車場を提供する民間企業
の商品券とバスの乗車券をセットで販売することによって，利用者の通勤時
の駐車料金を実質的に無料にするといったインセンティブを与えているから
であろう。また，鎌倉市では，すでに1996年11月23日（土），24日（日）
の2日間（9時から18時）実験され成功を収めているが，七里ヶ浜と稲村
ケ崎の駐車場に駐車し，江ノ電に乗り換えるといったパーク・アンド・レー
ルライドシステムの実験である。
　シンガポールでは，1975年6月ロード・プライシングの導入と同時に通
勤目的の自家用乗用車を減らすためにパーク・アンド・ライドシステムが導
入されたが，不人気のために6ヵ月で中止された。というのは，出勤途中で
一端車を駐車場に預け，都心の勤務先にはシャトルバスを利用しなければな
らなくなったが，それだったら直接最初からバス通勤にした方がましだとい
う人が多かったからである。このパーク・アンド・ライドの場合，出勤途中
で自家用乗用車の利用者をバスや電車などの公共交通機関に転換させようと
する方法であるから，人々の交通行動に与える影響は大きい。進入禁止規制
の場合には，最初から自家用乗用車を利用できなくなるが，パーク・アンド・
ライドの場合には出勤の途中から自家用乗用車が利用できなくなるのである。
　また，鎌倉市の実験⑨では，実験駐車場が5ケ所設けられ（全体で駐車台
数は433台），それを利用してパーク・アンド・ライドした人は2日間で
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737台，1811人にのぼった。利用した理由で最も多いのが駐車料金の割安さ
で，次いで駐車場探しの大変さであった。駐車料金は，協力金という形で1
日車1台当たり1000円（通常は2000円）と割安で，さらにその協力金と引
換えに利用者全員に江ノ電の1日フリー切符570円分が渡されたから，2人
で観光に来たとすれば駐車料金は実質的には無料であった。パーク・アンド・
ライドすると，駐車場に車を置いて公共交通機関に乗り換えなければならな
くなり，交通行動に与える影響は大きいから，いかにそのインセンティブを
与えるかが重要となる。その点，鎌倉市の実験で採った駐車料金を割安にす
るとともに公共交通運賃をフリーするといった料金システムは，パーク・ア
ンド・ライドの動機づけに非常に有効であったといえよう。このように，パー
ク。アンド・ライドシステムにしても，価格メカニズムを活用したインセン
ティブを与えることが重要がある。
4．TDMポリシーはどうあるべきか
　以上，TDMポリシーの目的と手段，その手段の交通行動に与える影響を
みてきたが，最後に交通行動をどのようにして調整すべきか，言い換えれば
TDMポリシーはどうあるべきかにっいて検討したい。ただし，今回は交通
行動に直接働きかける狭義のTDMポリシーを中心に検討する。
　まず，現在道路混雑に加えて自動車排出ガスによる大気汚染が深刻化して
いることを考えれば，真に豊かな生活を実現するためには，TDMポリシー
の目的として道路混雑の緩和だけでなく大気汚染の削減が加えられるべきで
あろう。しかし，日本では道路混雑の緩和を図ろうとする交通円滑化だけが
その目的とされ，大気汚染の削減は目的とされていない。しかも，大気汚染
による環境問題は，1992年に作成された政府の道路整備の長期構想をみる
と，「豊かな生活の実現」を目指した政策体系には位置づけられいない。「真
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に豊かな生活の実現」のためには，円滑なモビリティの確保や安全なモビリ
ティの確保とともに，人や自然に優しい環境の実現が求められるから，大気
汚染の削減が政策体系に入れられるべきである。
　次に，TDMポリシーのターゲットに関してであるが，すでにみたように
アメリカではピーク時の1人乗り通勤車の削減，シンガポールでは都心の朝
タピーク時の自動車交通の抑制，オランダでは通勤，業務乗用車交通の走行
量増分の削減とされているが，日本ではその夕一ゲットは利用の仕方の工夫
と適切な利用誘導とされ，さらにそれは交通行動の視点から，①利用する交
通手段の変更，②時間帯の変更，③経路の変更，④自動車の効率的利用，⑤
発生源の調整の5っの夕一ゲットに分類されている。ターゲットは，国（あ
るいは都市）の交通体系をはじめ，道路混雑や自動車公害の深刻さに関する
認識の違いなどによっても異なってくるであろうが，TDMポリシーはとり
わけ道路交通容量の増大を図ろうとする供給サイドからの政策とは異なり，
交通行動の変更を求めようとする政策であるから，そのターゲットは明確に
具体的に示されるべきである。その点，日本のそれは分類はされてはいるも
のの，現状ではポリシーのターゲットとして明確に示されているとはいえな
い。アメリカでは，ピーク時の1人乗り通勤車の削減というターゲットが設
定されているが，通勤の車のシェアがTDM導入時の1990年には86％あま
りであったから，通勤車の削減だけをターゲットにすればその目的とする渋
滞緩和を達成する可能性が大きかったのである。しかし，日本では通勤の車
のシェアは35％あまりであるから，通勤車だけでなくトラックの削減もター
ゲットとしないと渋滞の緩和は図れないであろう。
　ところで，TDMポリシーは，一般的にはいくっかの複数の手段を組み合
わせることによって適用されるが，その目的ないしターゲットを実現するた
めにはそれら複数の手段をパッケージ化したポリシー・ミックスが考えられ
るべきであろう。シンガポールでは，1975年6月以降実質的にはTDMポ
　（581）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　253
　　　　　　　　　　　政経論叢　第67巻第3・4号
リシーが実施されてきたことになるが，その手段として当初エリア・ライセ
ンス・スキームと呼ばれるロード・プライシングを中心に，パーク・アンド・
ライド，カープール，駐車マネジメントなどが使用されている。さらには，
長期的ないし広義のTDM施策として，各種の税や料金などの自動車保有抑
制，地下鉄の整備，住宅開発などもなされている。
　アメリカでは，すでにみたようにカープールやバンプールによるライドシェ
リング（相乗り）が中心的手段として使用され，さらにその促進を動機づけ
るために従業員用無料駐車場の有料化はじめ，HOV（一定人数以上乗車し
た車両）を優先したレーンや流入ランプ，駐車スペースの設置，さらには相
乗り相手を探してくれるマッチングサービスの提供などがなされている。ま
た，オランダでは，アメリカの経験を積極的に取り入れたTDMポリシーが
展開されているが，その手段は相乗りだけなく，バスサービスの改善や各種
プライシング政策，駐車政策，さらに長期的にはオランダ独特の立地政策な
ど広範にわたっている㈹。
　このように，TDMポリシーは，長期のそれを除けばいくっかの手段の組
み合わせによって展開されたり，提案されているが，その目的ないし目標を
実現するためには，いまも述べたようにいくっかの複数の手段をパッケージ
化したポリシー・ミックスがなされるべきであろう。いま，道路混雑の緩和
と大気汚染の削減を目的とし，ピーク時の自動車交通量の削減をターゲット
とした場合，どのようなポリシー・ミックスが考えれるべきであろうか。シ
ンガポールでは，都心のピーク時の自動車交通の抑制を夕一ゲットにし，そ
の実現のためのポリシー・ミックスとして，当初エリア・ライセンス・スキー
ムと呼ばれるロード・プライシング，カープール，パーク’アンド゜ライド，
駐車マネジメントなどをパッケージ化したものが実施されている。パーク・
アンド・ライドは，不人気のために導入後半年あまりで廃止された。しかし，
カープールは，1989年に廃止されるまで自動車交通を抑制する手段として
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長期間大きな効果を示してきた。アメリカでは，そのようなカープールやバ
ンプールによるライドシェアリングを中心的手段としてTDMポリシーが展
開されている。
　このようなカープールとかライドシェアリングと呼ばれる相乗り，パーク・
アンド・ライドといった手段は，なんらかのインセンティブを与えないと実
行，促進されないから，他の手段，とりわけ価格メカニズムを活用した手段
と組み合わせることが求められる（’D。その点，シンガポールでは，カープー
ルは運転手を含めて4人以上で相乗りすればライセンス料金を無料にすると
いった・形でロード・プライシングと組み合わせされ，大きな効果をあげてき
た。アメリカでは，当初は相乗り車をHOVレーンや駐車場などで優先する
といった方法でインセンティブを与えていたが，BOT方式で建設されたカ
リフォルニアのSR91（1995年に供用が開始された高速車線）では相乗り車
は高速料金を安くする措置が採られている。また，パーク・アンド・ライド
についても，すでに先に挙げた金沢市の例にみられるようにパークする駐車
場の料金を無料にするといった方法でインセンティブを与えないと，それは
促進されないであろう。
　これらの事例からも明きらかのように，TDMポリシーの場合には交通行
動の変更を求めることになるから，その目的とする道路混雑の緩和，大気汚
染の削減，ないしはターゲットとするピーク時に自動車交通の抑制を実現す
るためには，カープール，時差通勤，大量公共交通機関の利用促進といった
手段はロード・プライシングと一体的にパッケージ化したポリシー・ミック
スにすべきであり，またパーク・アンド・ライドはロード・プライシング，
公共交通料金の低額化，駐車料金政策とパッケージ化したものすべきである。
さらには，進入禁止は，マイカー利用から公共交通への転換を図る強力な手
段であるから，大量公共交通機関の利用促進とパッケージにすべきであろう。
　日本でも，近年TDMのモデル事業で，パーク・アンド・ライド，カープー
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ルなどの実験がなされるようになっているが，これらの手段はなんらかのイ
ンセンティブを与えないと促進されないであろう。たとえば，パーク・アン
ド・ライドの場合には，社会的良心に任せるのではなく，パークする駐車場
の料金を無料にするか，乗換え駅までの距離に応じて料金を変えるとか，さ
らにライドする公共交通機関の料金を低額化するとか，またカー・プールの
場合には，ロード・プライシングを導入して相乗りしたらその料金を無料に
するとかいった形で，価格メカニズムを活用したインセンティブを与えるべ
きである。
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